
【 政策名 】 　【 施策名 】 【 事業名 】 【 事業費 】

（千円）

施策関連事業 1,046,580
目指す姿１

　良好な環境の保全

目指す姿２

　豊かな自然の保全

基
本
政
策
３
　
自
然
環
境

環境放射能測定事業 16,577

資料４





施策評価（令和６年度）

 担当課名

 評価確定日

２　施策の状況

２－１　成果指標の状況及び定量的評価

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

　※　指標の判定基準

4 点 × 1 個 ＝ 4 点 1 点 × 0 個 ＝ 0 点

3 点 × 3 個 ＝ 9 点 0 点 × 0 個 ＝ 0 点

2 点 × 1 個 ＝ 2 点

合計 15 点 ÷ 5 ＝

　※　成果指標において実績値が未判明となった指標がある場合には、それを除いて平均点を算出する。

　※　定量的評価の判定基準
　　　　ａ相当：平均点が3.6点以上　　ｂ相当：平均点が3.2点以上3.6点未満　　ｃ相当：平均点が2.8点以上3.2点未満
　　　　ｄ相当：平均点が2.4点以上2.8点未満　　ｅ相当：平均点が2.4点未満

　　　　4点：　達成率≧100％　　3点：　100％＞達成率≧90％　　2点：　90％＞達成率≧80％
　　　　1点：　80％＞達成率≧70％　　0点：　70％＞達成率　　　 n：　実績値が未判明

定量的評価結果 計算式

3.00
（ ｃ 相当）

個（判明済み指標） 3.00

90.0% 35.0 5.3 5.3 5.4⑤
【施策の方向性②】

田沢湖のｐＨ（湖心）

6.0 6.0

出典：県調べ 88.3% 90.0%

6.0 6.0

90.0% 310.9 11.9 8.8 10.8④
【施策の方向性②】

十和田湖の透明度（湖心）（ｍ）

12.0 12.0

出典：県調べ 73.3% 90.0%

12.0 12.0

87.3% 29.0 6.7 6.0 8.0③

【施策の方向性②】

八郎湖のＣＯＤ75％値（湖心）（㎎
/L）

7.2 7.1

出典：県調べ 116.7% 87.3%

7.1 7.1

99.8% 389.0 92.4 94.8 94.8②

【施策の方向性①】

水環境（三大湖沼を除く公共用水
域）に係る環境基準達成率（％）

95.0 95.0

出典：県調べ 99.8% 99.8%

95.0 95.0

出典：県調べ 100.0% 100.0%

100.0 100.0

495.7 100.0 100.0 100.0

2025
(Ｒ７)

直近の
達成率

配点 備考

（様式２）

施策評価調書

 基本政策３　自然環境

 目指す姿１　良好な環境の保全

 幹事部局名 生活環境部 環境管理課

①

【施策の方向性①】
大気環境に係る環境基準達成率（光化
学オキシダント及びＰＭ2.5を除く）（％）

100.0 100.0

 評価者 生活環境部長 令和６年７月31日

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019
(Ｒ元)

2020
(Ｒ２)

2022
(Ｒ４)

2023
(Ｒ５)

2024
(Ｒ６)

100.0%
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２－３　主な取組状況とその成果

　【施策の方向性①　大気、水、土壌等の環境保全対策の推進】

　【施策の方向性②　八郎湖・十和田湖・田沢湖の水質保全対策の推進】

・

・

・

３　総合評価と評価理由

５　主な課題と今後の対応方針
施策の
方向性

６　政策評価委員会の意見

② ○

○

十和田湖及び田沢湖については、一定程度の水質が
維持されているものの、依然として環境基準を達成
できていない。

八郎湖については、流入する汚濁負荷は減少してき
ており、ここ数年はアオコの発生も低レベルで抑え
られているが、水質については横ばい傾向での推移
が続いている。

○

○

十和田湖については青森県と調整を図りながら、田沢湖につ
いては中和の促進に関する関係機関との情報交換を継続しな
がら、水質改善に向けた施策を推進する。

長期ビジョンである「恵みや潤いのある“わがみずうみ”」
の実現を目指し、発生源対策や湖内浄化対策、アオコ対策等
を継続して実施していくとともに、ＧＮＳＳ自動操舵田植機
等の導入による無落水移植栽培等を促進するなど、実効性の
高い対策を推進する。

自己評価「　」をもって妥当とする。

課題 今後の対応方針

① ○

○

○

県内の水環境は、おおむね良好な状態を維持してい
るものの、一部の河川・湖沼・海域では環境基準の
達成に至っていない。

国が計画で定める高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分期間の
終了に向け、国が示す掘り起こし調査マニュアルに
基づく調査を完了しているが、予期せず高濃度ＰＣ
Ｂ廃棄物が見つかっている。

能代産業廃棄物処理センター処分場からの汚染拡大
防止のために設置した遮水壁内には、依然としてＶ
ＯＣにより高濃度に汚染された区域が存在してい
る。

○

○

○

公共用水域に係る常時監視を継続するとともに、前年度に排
水基準を超過した工場・事業場への立入検査を強化するな
ど、水環境の保全に向けた取組を推進する。

高濃度ＰＣＢ廃棄物が発見された場合は、ＰＣＢ特措法に基
づき、引き続き保管事業者等を指導し、必要に応じ、代執行
により適正に処理する。

能代産業廃棄物処理センター処分場周辺地下水等の早期改善
や安定化に向け、より効率的、効果的な手法を検討しなが
ら、今後も継続して汚水処理等の環境保全対策を実施する。

十和田湖については、「十和田湖水質・生態系改善行動指針」に基づき、水質調査によるモニタリングを継続して
行った。

田沢湖については、国との協定に基づき玉川中和処理施設の維持管理費用を負担し、玉川酸性水の中和処理に努め
るとともに、玉川流域及び田沢湖の水質調査によるモニタリングを継続して行った。また、水質改善に関して関係
機関による情報共有や意見交換を実施した。

八郎湖については、「八郎湖に係る湖沼水質保全計画（第３期）」に基づき、工場・事業場に対する監視・指導な
どの点発生源対策に加え、河川への遡上防止用フェンスの設置や発生抑制装置等によるアオコ対策、無落水移植栽
培等の普及拡大による水質保全型農業の推進などの面発生源対策や、湖内窪地底層への高濃度酸素水の供給等によ
る湖内浄化対策に取り組んだ。

総合評価 評価理由

ｃ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」
とする。

【定性的評価として考慮した点】

・

・ 河川・湖沼・海域の水質について、１１１地点で常時監視を実施したほか、県内７か所における大気汚染物質の常
時監視などを継続し、工場・事業場（大気：625施設、水質：643事業場）に対する監視・測定を実施した。

・ ＰＣＢ廃棄物については、これまでに自家用電気工作物、建築物を対象に調査を行い、令和５年度は、それらを踏
まえて処分義務者が存在しない高濃度ＰＣＢ廃棄物（４件）について、代執行により処理した。

・ 国の財政支援を得ながら、環境保全対策として汚水の回収・処理等に継続して取り組んだ結果、能代産業廃棄物処
理センター処分場周辺の渗出水や地下水等の汚染状況は改善されてきている。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和６年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ９　自然環境
目指す姿 １　良好な環境の保全

施策の方向性 ①　大気、水、土壌等の環境保全対策の推進

部局名 生活環境部 課室名 環境管理課

チーム名 大気・水質チーム

事業名 環境放射能測定事業 事業年度
Ｈ24 年度～

年度

1 環境放射能測定事業
　県内の放射能の状況を的確に把握するため、流通食
品、廃棄物等の放射能測定を行う。 805 839

　生活環境や食品等の放射能測定を継続するとともに、県ウェブサイトを通じてその結果を速やかに情報提供し、県民の安
全・安心を確保する。

事業内訳 概要 令和６年度
予算額

令和５年度
決算(見込)額

最終年度
決算(見込)額

3

2
環境放射能水準調査研究
費

　原子力規制委員会の委託によりモニタリングポストによる
県内６か所の空間放射線量測定等のほか、老朽化したモ
ニタリングポストの更新を行う。

60,425 15,738

5

4

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 61,230 16,577 0

国 庫 補 助 金 原子力規制委員会からの環境放射能水準調査業務委託費 60,411 15,728
県 債

指標名 食品の放射性物質濃度基準達成率（％）【業績指標】
指標式 基準値内検体数／総検体数×100
出典 環境管理課調べ

そ の 他 産業廃棄物対策基金繰入金、労働保険料納付金 409 405
一 般 財 源 410 444 0

把握時期 当該年度３月
年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

100.0 100.0
実績b 100.0 100.0 100.0

目標a 100.0 100.0 100.0 100.0

出典 環境管理課調べ

100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

把握時期 当該年度３月

ｂ／ａ

指標名 水道水の放射性物質濃度基準達成率（％）【業績指標】
指標式 基準値内検体数／総検体数×100

７年度 ８年度
目標a 100.0 100.0 100.0 - - -
年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

ｂ／ａ
実績b 100.0 100.0 100.0

100.0% 100.0% 100.0%

3



（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

判
定

ａ
理
由

　福島原発事故のほか、北朝鮮による核実験の懸念がある状況を踏まえ、放射能の測定体制の継続が求められ
ている。県として、必要な測定を直ちに行える体制を維持し、県民へ的確な情報提供を行う必要がある。

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率の全てが100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（a、ｃ以外の場合）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

判
定

ｂ
理
由

　県民の安全・安心の確保に関わる施策であるが、水道水の放射性物質濃度等、長期間検出されてない項目に
ついては測定を実施しないなど、国や市町村と必要性を十分に協議しコスト縮減に努めている。

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標が設定できない場合は、「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。

判
定

ａ
理
由

　生活環境や食品等の放射能測定を継続するとともに、県ウェブサイトを通じてその結果を速やかに情報提供し、放射能に対
する正しい知識の普及啓発を実施しながら、県民の安全・安心を確保する。

※指標が設定できない場合は、「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。

判
定

理
由

判
定 Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ｂ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　身の回りの放射能に関する県民の関心は高いが、放射能に対する誤解がいまだにあることが課題である。

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率の全てが100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（a、ｃ以外の場合）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

判
定

理
由

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い
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